
○杉戸町建設工事低入札価格取扱要綱 

平成３０年３月２９日 

告示第５３号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、杉戸町が発注する建設工事の総合評価方式による一般競争入札

を執行するに当たり、契約の内容に適合した履行がされないおそれがある場合にお

ける落札者の決定に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 低入札価格調査 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）１６７条の１

０第１項（同令第１６７条の１３において準用する場合を含む。）に規定する予

定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者又は同令第１６７条

の１０の２第２項（同令第１６７条の１３において準用する場合を含む。）に規

定する落札者となるべき者が低価格入札者に該当した場合において、それらの者

が当該契約を履行できないおそれがあるか否かを判断するために実施する調査を

いう。 

(2) 調査基準価格 低入札価格調査を実施する基準となる価格をいう。 

(3) 失格基準価格 第１号に規定する契約の内容に適合した履行がされないおそ

れがあると判断する基準となる価格をいう。 

(4) 低価格入札者 調査基準価格を下回り、かつ、失格基準価格を設けている場合

は、失格基準価格以上の価格を以って入札した者をいう。ただし、総合評価方式

による入札においては、低価格入札者のうち杉戸町総合評価方式ガイドラインに

よる失格判断に該当しない者をいう。 

(5) 社会保険等 健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生

年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金保険及び雇用保険法

（昭和４９年法律第１１６号）に基づく雇用保険をいう。 

(6) 上限値 第４条第１号のただし書及び同条第２号における１００分の９２を

いう。 

(7) 下限値 第４条第１号のただし書における１００分の７５及び同条第２号に



おける１００分の７５をいう。 

(8) 一次下請予定業者 低入札価格調査の対象となった工事において、低入札価格

調査対象者と建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第４項に規定する下

請契約を締結する者又は下請契約を結ぶ予定の者で同法第２条第３項に規定する

建設業者をいう。 

（対象とする入札） 

第３条 設計金額が１，０００万円を超える建設工事のうち、総合評価方式による入

札を対象とする。 

（調査基準価格） 

第４条 契約を締結しようとする場合は、契約ごとに契約の相手方となるべき者によ

り当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる場合の基準

となる価格（以下「調査基準価格」という。）を次の各号により定めるものとする。 

(1) 予定価格算出の基礎となった次のアからエまでの合計額（その額に１，０００

円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）に１００分の１１０を乗

じて得た額とする。ただし、その額が予定価格に１００分の９２を乗じて得た額

を超える場合にあっては予定価格に１００分の９２を乗じて得た額とし、予定価

格に１００分の７５を乗じて得た額に満たない場合にあっては予定価格に１００

分の７５を乗じて得た額とする。 

ア 直接工事費の額に１００分の９７を乗じて得た額 

イ 共通仮設費の額に１００分の９０を乗じて得た額 

ウ 現場管理費の額に１００分の９０を乗じて得た額 

エ 一般管理費等の額に１００分の６８を乗じて得た額 

(2) 特別なものについては、前号の規定にかかわらず、予定価格に１００分の７５

から１００分の９２までの範囲内で事業主管課長が定める値を乗じた額とする。 

（失格基準価格） 

第５条 調査基準価格を定めた建設工事の契約について、当該契約の内容に適合した

履行がされないと認められる場合の基準（以下「失格基準」という。）は次のとお

りとする。 

(1) 予定価格算出の基礎となった次のアからエまでの合計額（その額に１，０００



円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）に１００分の１１０を乗

じた額とする。ただし、その額が予定価格に１００分の７５を乗じて得た額に満

たない場合にあっては、１００分の７５を乗じた額とする。 

ア 直接工事費の額に１００分の９０を乗じて得た額 

イ 共通仮設費の額に１００分の８０を乗じて得た額 

ウ 現場管理費の額に１００分の８０を乗じて得た額 

エ 一般管理費等の額に１００分の３０を乗じて得た額 

(2) 前条第１号のただし書の規定により調査基準価格を定めた場合は、別表により

算出する。ただし、その額が予定価格に１００分の７５を乗じて得た額に満たな

い場合にあっては１００分の７５を乗じた額とする。 

(3) 前条第２号の規定により調査基準価格を算出式によらず定めた場合は、第１号

及び前号の規定にかかわらず調査基準価格を下回る範囲で、事業主管課長が定め

る額とする。 

(4) 第２号ただし書の規定による場合は、予定価格の税抜きで計算を行うものとし、

得られた額に１００分の１１０を乗じた額（その額に１，０００円未満の端数が

あるときは、その端数を切り上げた額）とする。 

２ 前項の規定は、特殊性の高い工事等、事業主管課長が失格基準価格を設けること

が適当でないと判断するものについては設けないことができる。 

（調査基準価格を下回る価格による入札） 

第６条 事業主管課長は、競争入札の結果、予定価格の１１０分の１００の価格（以

下「入札書比較価格」という。）の制限の範囲内の入札価格が調査基準価格の１１

０分の１００の価格（以下「調査基準比較価格」という。）を下回る価格であった

ときは、落札を保留し、当該入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）に

ついて低入札価格調査を行う。 

２ 事業主管課長は、前条第１項の規定により失格基準を定めた入札において、低価

格入札者（再度入札を実施した場合の低価格入札者を除く。）について入札の際に

提出した入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費及び現場管理費の額並びに

入札金額が、それぞれの額について定める失格基準のいずれかを下回ったときは、

この者がした入札を失格とする。 



３ 事業主管課長は、失格基準を定めた入札において再度入札を実施した場合の低価

格入札者に対し再度入札に係る入札金額見積内訳書の提出を求め、入札金額見積内

訳書の直接工事費、共通仮設費及び現場管理費の額並びに入札金額が、それぞれの

額について定める失格基準のいずれかを下回った場合は、この者がした入札を失格

とする。 

４ 事業主管課長は、低価格入札者（前２項の規定により失格基準による低入札価格

調査を行ったときは、これにより失格とならなかった低価格入札者）について、次

に掲げる書類の提出を求め、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあ

るか否かについて事業主管課に調査させるものとする。 

(1) 低入札価格調査に係る書類の提出について（様式第１号） 

(2) 当該価格で入札した理由（様式第２号） 

(3) 直接工事費に係る内訳書（様式第３号） 

(4) 共通仮設費に係る内訳書（様式第４号） 

(5) 下請予定業者等一覧表（様式第５号） 

(6) 社会保険等への加入状況（様式第６号）又は社会保険等の適用除外に関する誓

約書（受注者用）（様式第７号）及び社会保険等の適用除外に関する誓約書（一

次下請業者用）（様式第８号） 

(7) 配置予定技術者名簿（様式第９号） 

(8) 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（様式第１０号） 

(9) 手持ち工事の状況（対象工事関連）（様式第１１号） 

(10) 契約対象工事個所と入札者の事務所、倉庫等との関係（様式第１２号） 

(11) 手持ち資材の状況（様式第１３号） 

(12) 資材購入予定先一覧（様式第１４号） 

(13) 手持ち機械の状況（様式第１５号） 

(14) 機械リース元一覧（様式第１６号） 

(15) 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（様式第１７号） 

(16) 誓約書（様式第１８号） 

(17) その他必要な事項 

５ 前項に規定する書類による低入札価格調査は、低価格入札者のうち最低入札価格



の入札をした者（以下「最低価格入札者」という。）から行うこととし、当該最低

価格入札者について当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがないと認め

るときは、当該契約について他の低価格入札者の低入札価格調査を省略することが

できる。 

６ 事業主管課長は、第４項に規定する書類による低入札価格調査において、必要が

あるときは低価格入札者について意見聴取を行うことができる。 

７ 第３項に規定する入札金額見積内訳書及び第４項に掲げる書類について、土・日・

祝日を含まない５日以内に提出を行わなかった低価格入札者がした入札は失格とす

る。 

８ 低価格入札者又は一次下請予定業者が法令により社会保険等に加入する必要があ

るにもかかわらず、一部又は全部の社会保険等に加入していないときは、低価格入

札者がした入札は失格とする。 

（調査結果による措置） 

第７条 事業主管課長は、前条第４項の規定による調査の結果、当該最低入札価格に

よっても当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがないと認めるときは、

当該最低価格入札者を落札者と決定する。 

（落札者の決定） 

第８条 事業主管課長は、審査結果を踏まえ、当該最低入札価格によっても当該契約

の内容に適合した履行がされないおそれがないと認めるときは、当該最低価格入札

者を落札者と決定し、そのおそれがあると認めるときは、その者がした入札を失格

とし、落札者としないものとする。 

２ 前項の規定により最低価格入札者を落札者としない場合において、入札書比較価

格の制限の範囲内の最低入札価格に次いで低い価格（以下「次順位価格」という。）

が調査基準比較価格以上の価格であるときは、事業主管課長は、当該次順位価格の

入札者を落札者と決定するものとする。 

３ 前項に規定する場合において、次順位価格が調査基準比較価格を下回る価格であ

ったときには、当該次順位価格につき第６条から前項までの規定を準用する。 

（その他） 

第９条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 



附 則 

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月３０日告示第８７号） 

この告示は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和２年１０月２日告示第１９９号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年１２月２４日告示第２７１号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和４年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の規定は、この告示の施行の日以後の案件から適用し、同日前の案件に

ついては、なお従前の例による。 

附 則（令和４年１０月２７日告示第２５８号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行し、同日以後に公告を行う入札から適用す

る。 

附 則（令和６年１１月１８日告示第２２９号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年１２月２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現に発行されている健康保険の被保険者証による本人確認に

ついては、当該被保険者証の有効期限が経過するまでの間（当該有効期限の末日が

令和７年１２月２日以後であるときは、同月１日までの間）、なお従前の例による。 

３ この告示の施行の際、現にあるこの規則による改正前の様式については、当分の

間、これを取り繕って使用することができる。 

別表（第５条関係） 

失格基準価格＝P×Q／R×１１０／１００ 

P 税抜き予定価格に上限値又は下限値を乗じて得た額 

Q 失格基準価格の算出式により求めた額 

R 調査基準価格の算出式により求めた額 



備考 

P、Q、Rそれぞれの額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り

上げた額とする。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第６条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

様式第７号（第６条関係） 

様式第８号（第６条関係） 

様式第９号（第６条関係） 

様式第１０号（第６条関係） 

様式第１１号（第６条関係） 

様式第１２号（第６条関係） 

様式第１３号（第６条関係） 

様式第１４号（第６条関係） 

様式第１５号（第６条関係） 

様式第１６号（第６条関係） 

様式第１７号（第６条関係） 

様式第１８号（第６条関係） 

 


